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株式会社 船井総合研究所 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研 大阪本社ビル 担当：日田

【WEBセミナー】企業主導型保育事業 収支改善セミナー お問い合わせNo.S063341

TEL 0120-964-000 （平日9:30～17:30）

WEBからもお申し込みいただけます。（船井総研ホームページ［www.funaisoken.co.jp］右上検索窓に『お問い合わせNo.』を入力ください。）→ 063341

日
程8月11日●火

緊急見直し！
運営の軌道修正は1日でも早くスタートを！

緊急見直し！
運営の軌道修正は1日でも早くスタートを！

セミナー参加者全員に

16:30～18:00 オンライン開催

収支改善セミナー

企業主導型保育事業

今回のセミナーでお教えする500件を超えるシミュレーションをもとにした今回のセミナーでお教えする500件を超えるシミュレーションをもとにした

ノウハウとポイントと

「人」に関する費用を適正化する

定員設定（総定員/年齢別）の見直し

自社従業員向け 園児募集

（ニーズ調査と広報のポイント）

連携企業向け 園児募集

（候補企業のピックアップと営業手法）

地域向け 園児募集

（不安の払拭と認知度向上から選ばれる園へ）

✔

✔

✔

✔

紹介会社を使わずに採用！

求人広告を打ち出す際のポイント

複数媒体の活用で採用広告費の適正化

どうしても保育士が採用できない場合の対処法

配置過多時の事業設計の見直し

次回の事業変更申請で見直してほしい項目

✔

✔

✔

✔
✔

「人」に関する費用を適正化する

突 然 で す が
このようなお悩みはございませんか？

保育部門の赤字を本業で補填しているが、どうすればいいかわからない。

人件費が高すぎる気もするが、本業ではないので相場がわからない。

✔

✔

多少の赤字を覚悟はしていたが、赤字幅をもう少し減らしたい。

うちの保育事業の経営状況が、他と比較して適切なのかを知りたい。

✔

✔

一度経営が適切か外部の目で確認したい。✔

貴園の運営に必要な助成金を最大限に受け取る貴園の運営に必要な助成金を最大限に受け取る

“企業主導型”保育事業の安定運営を目指す経営者様へ

①セミナー受講

実際の事例をもとにした
様々なケースを学び、

②収支改善
簡易診断レポート

貴園の個別の問題点を
洗い出し、

③経営相談

その解決策をご提案！

参加費用は１万円（税抜）のみ！

企業主導型保育事業の収支を改善する企業主導型保育事業の収支を改善するノウハウとポイントと

2020年

（ログイン開始：16:00）

※弊社会員様は 8,000円（税抜）



1. セミナー受講（ZOOM） 2. 収支改善 簡易診断レポート
お渡し（希望者のみ）

3. コンサルタントへ経営相談
（希望者のみ・オンライン または ご来社にて）

「明日から使える」現場の生の事例から、
保育業界に特化した経営コンサルティングで
国内最大級の実績を持つ船井総研で蓄積された
ノウハウまでたっぷりお伝えします。

貴園の収支決算書の分析結果と
専門コンサルタントによるコメント付きの
「収支改善 簡易診断レポート」をお渡しし、
個別の問題点を洗い出します。

「収支改善 簡易診断レポート」の結果と、
地域や保育サービスの実情を踏まえ、
セミナーやレポートから更に踏み込んだ
個別具体的なアドバイスをお伝えいたします。

以上3点をご提供！

オンライン（ZOOM）参加だから
移動時間・交通宿泊費ゼロ

リアルタイムでセミナー中に
個別の質問ができる！

本セミナーはオンライン（ZOOM）開催！

日

程

8月11日●火 講

師
株式会社 船井総合研究所
保育・教育支援部

東京大学教育学部で保育と教育に関する行政の諸対応を研究。
新卒で船井総合研究所に入社。主に保育事業の新規参入及び
運営コンサルティングを行う。現在は各業界の共通課題である
「人手不足」問題への対応すべく各種制度の見直しを行っている。

児玉 梨沙16:30～18:00
オンライン開催

株式会社 船井総合研究所
保育・教育支援部 保育チーム リーダー 西村 優美子
京都大学大学院在学中に保育士資格を取得 子供や育児に関する研究を行う。
新卒で船井総合研究所に入社。保育所開設支援や採用支援に従事する。
保育事業者はもちろん、様々な異業種の法人様の新規参入の支援の他、
法人に合った人材の採用や定着率向上を目指した支援を行う。

※「収支改善 簡易診断レポート」では人件費状況が一目でわかる独自の指数
「人件費適格判定」を含む各種指標が入っております。また、園児が一時的に減ったり、
災害等で建物修繕が必要になったりした際に、必要な剰余金の積み立て度合いも確認できます。

㈱船井総合研究所に依る、50件を超える保育園の実会計データと、500件を超えるシミュレーションを基に
保育園に於ける収支に大きな影響を与える指標及び、弊社独自の指数が下記となります。
収支の改善 ひいては保育所の安定的な運営の為に、これらの数値から半自動的に導き出された改善策をご覧の上、
より詳しい説明や、具体的な改善案などにつきましては、是非 弊社のコンサルタントへご相談いただければと思います。
（無料での経営相談は随時受け付けております。）

指標 及び 指数類

種別 判定

総合判定

人件費適格判定 B

平均定員充足率 B

補助金比率 A

本部繰入金額 A

積立金準備率 A

保育従事者一人当たり
補助金額 A

保育従事者
正規雇用率 B

保育従事者一人当たり
園児数 A

職員一人当たり
採用単価 B

園児一人当たり
補助金額 B

収入に占める保育料収入が高く、社内の福利厚生を重視するなら自社従業員に対して保育料の割引が実施出来る。

家賃に掛かっている費用負担は軽度で、その事が収益性を安定させる要因となっていると考えられる。

人件費に相当する部分は比較的高めで、昨今の保育士求人事情を鑑みると、現状を維持する必要が有る。
この人件費の上振れ部分は家賃部分で吸収しており、地域性（地代相場や人件費相場）のケース毎の判断が必要となる。

保育士の職場定着率の向上に努める事で、今後も現状の安定的な運営を継続できると考える。

受け入れ園児の年齢にも踏まえ、
園児1人当たりに対して適切な補助金を受け取れているかを判定します。

ハローワーク、紹介会社、indeed等のWEB媒体等 多種多様な採用媒体を用いて
採用を行っていることかと思います。昨年度の採用広告費と採用人数をもとに、

一人当たりの採用単価の適格性を判定します。

66.8%

¥3,887,393

78.5%

数値

A

95.8%

¥30,805,192

2.0%

94.7

¥4,937,197

0.87

¥35,343

保育従事者数当たりの園児数は、どの位目が行き届くかの指標になると共に
保育士の過剰な配置が無いかが判定出来ます。

支出の中で最も大きなウェイトを占める人件費に対して、非正規・パートの保育
従事者は非常に重要です。お迎え・お見送りの時間には従事者の過配は

不可避ですが、全日過配の時間が続く事は避けるべきです。
また、基本的な人件費自体の抑制にもなりますので、適切な配分が重要です。

補助金は定員や開所時間に合わせて適正な補助金を支払えるよう設計されており、
規模によらず保育従事者一人当たりの補助金額はおおよそ変わりません。

保育所に於ける最大の支出は人件費。園の設計・園児数に対して入ってくる補助金をどの様に配分するかで保育所
の収支は変わります。健全運営が出来る人件費を100とした場合の当該保育所の人件費がどの位なのかを指標で
表示します。
（人件費は100を切ると高すぎる、100を超えるともう少し配分できると言えます。）

保育所運営では、園児の定員充足率にバラつきが生じ、園児数や
園児の年齢割合で 収支が一時的に落ち込むことが起こり得ます。
また、施設の損耗などにも対応するために必要な積立金を各種費用や定員から

推計し、どの程度の準備が出来ているかを推計します。

収入のうち、補助金以外の収入は本部への繰り入れが認められております。
収支差額のうちの本部繰入額が実質的な保育園の収益となります。

保育所は補助金が運営資金のメインになりますが、補助金以外の収入を
いかに増やすかが収入総額を増やす方法の基本となります。

運営状況は概ね良好です。積立金や本部繰入金等を活用した事業展開や
職員待遇・保育サービスの更なる向上をぜひ目指してください。

概略

定員規模や、受け入れ園児の年齢にもよりますが、

平均的に定員充足率が8割を超えると収益が安定化しやすいと言われています。

各　種　指　標　及　び　今　後　の　処　方　箋

〇〇保育園 様 平成30年度度 決算分
当期損益： → 試算損益：

令和元年度 運営費完了報告と園の概況アンケートより計算した簡易の損益計算書 及び 
収支改善に向けて必要と考える項目への目標金額、仮に設定した金額まで推移した際の試算損益です。
安定的な運営に向けて、年間収入の３％程度を積立金とし、園児数の減少に備える事を前提として設計しております。

既に今期は始まっていますが、本書を機に改善出来る事が見つかればと思っております。

収入の項
科　目 目標 比率 判定 借　方 貸　方 仮設定値

1 保育料収入 4.5% 4.1% 1,312,975
2 補助金収入 95.0% 95.8% 30,775,192
3 連携企業受託収入 0.1% 30,000

支出の項
科　目 目標 比率 判定 借　方 貸　方 仮設定値

1 人件費 72.5% 67.8% 〇 20,345,666 20,000,000
2 給食費 7.0% 2.4% 722,855
3 保健衛生費 0.3% 79,177
4 保育材料費 5.0% 2.6% 772,742
5 消耗品備品費 3.3% 975,912
6 雑費 3.0% 880,062
7 委託費 14.5% 4,270,120
8 保険料 4.0% 3.3% 985,846
9 水道光熱費 1.6% 485,128

目標値

損　　益　　計　　算　　書
（収  支  計  算  用）

収　支　改　善　プ　ロ　グ　ラ　ム
（　簡　易　版　）

目標値

2,600,659 2,946,325

“企業主導型保育園”の制度が平成28年度に開始して4年目に突入し、
認可保育所の1割に相当する3,817園の助成が決定されました。

しかし、企業主導型保育事業に参入したものの
撤退を余儀なくされたところが出始めているのも事実です。
従業員の福利厚生、女性が働きやすい環境づくりを！という
「崇高な理念」の元に設置されたせっかくのこれらの園が
「安定的に継続出来る体制」の為には、大きく不採算部門に
ならないことが今後の大きな課題になっていくでしょう。

企業主導型保育事業は、政府からの助成金が収入に対して大きなウェイトを占める為、

実は軌道に乗りさえすれば、コロナ不況のような景気に左右されずに安定運営が可能です。

そうは言ってもそもそも園の経営状態が「良い」のか「悪い」のかもわからない、
相談したくても相談できる同業者は少なく、自治体に相談しても管轄外ということで、
結局 安定運営の為の「答え」が見つからないという経営者様も多いのではないでしょうか？

そんな経営者様にぜひご案内したいのが今回の「企業主導型保育事業 収支改善セミナー」です。
日本全国 200件以上の企業主導型保育園の申請・開設をサポートした船井総研が、
実際の生の事例や、あらゆるケースを想定して、企業主導型保育事業の安定運営のポイントをお伝えします。

また、セミナーにご参加いただいた方のうち希望者全員に、50件を超える保育園の実会計データと、
500件を超えるシミュレーションをもとに、保育園に於ける収支に大きな影響を与える

指標及び弊社独自の指数を導き出して開発した、「収支改善 簡易診断」を行い、

個別の問題点を洗い出した「収支改善 簡易診断レポート」をお渡しします。

さらに、専門のコンサルタントとの個別経営相談にて、個別の事情を踏まえた具体的な解決策をご提案します。

貴園の経営改善、そして運営安定化のためにぜひ本セミナーをご活用くださいませ。

収入 支出

助成金

保育料

人件費

※弊社会員様は 8,000円（税抜）

2020年

（ログイン開始：16:00）



日時・会場

受講料

お申込方法

お問合せ

一般価格 税抜 10,000円（税込11,000円）／一名様

会員価格 税抜 8,000円（税込 8,800円）／一名様

●お支払いが、クレジットの場合はお申込み手続き完了後の案内（メール）をもって、セミナー受付とさせていただきます。銀行振込の場合はご入金確認後、お送りする案

内（メール）をもってセミナー受付とさせていただきます。●銀行振込の方は、税込金額でのお振込みをお願いいたします。お振込みいただいたにも関わらずメールがお手

元に届かない場合や、セミナー開催４営業日前までにお振込みできない場合は、下記お申込み担当者へご連絡ください。なお、ご入金が確認できない場合は、お申込みを

取消させていただく場合がございます。●ご参加を取り消される場合は、開催3営業日（土・日・祝除く）前まではマイページよりキャンセルをお願い致します。それ以降は下

記事務局宛にメールまたはお電話にてご連絡ください。尚、ご参加料金の50％を、当日の欠席は100％をキャンセル料として申し受けますのでご注意ください。

●会員価格は、各種経営研究会・経営フォーラム、および社長onlineプレミアムプラン（旧：FUNAIメンバーズPlus）へ ご入会中のお客様のお申込に適用となります。

株式会社 船井総合研究所

TEL：0120-964-000 （平日9:30～17:30)

●申込みに関するお問合せ：日田 ●内容に関するお問合せ：児玉

ご入金確認後、マイページの案内をもってセミナー受付とさせていただきます。

【WEBセミナー】企業主導型保育事業 収支改善セミナー お問い合わせNo. S063341

下記QRコードよりお申込みください。クレジット決済が可能です。 受講票はＷＥＢ上でご確認いただけます。

または、船井総研ホームページ（www.funaisoken.co.jp）、右上検索窓にお問い合わせNo. 063341を入力、検索ください。

開催要項

2020年8月11日（火） 16：30 18：00 （受付16：00より）

開始 終了

本講座はオンライン受講となっております。
オンライン受講の方に限り、諸事情により受講いただけない場合がございます。ご了承ください。

お申込期限：8月7日（金）オンライン にてご参加

お申込みはこちらからお願いいたします

8月11日（火）オンライン

8月11日（火）オンライン

申込締切 8月7日（金）

F2268
検


